





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































体 の 安 全 の 問 題 で あ る 」 と 述 べ て い る（at 
para.62）。医師による自殺幇助を受ける権利は、
死ぬ時期や方法を選ぶ権利としてみることができ
るのであるから、生命権の枠に入れられる純粋な
「死ぬ権利」とは区別が可能だろう。患者によっ
ては、望まない延命治療を拒絶することが許容さ
れるのと同様、とくに末期の状態であるならば、
苦痛に満ちた生よりも、医師による援助を得た安
らかな死を選択することを望む場合が少なくはな
いだろう。しかし、自殺幇助を受ける権利は、そ
れを医師によるものに限定したとしても、「滑り
やすい坂道」理論のように、その適用範囲が広く
なりすぎる可能性が危惧される。そうならないた
めにも、その理論的根拠づけは緻密になされるべ
きであろう。
４．おわりに　
　本稿では、「医師による自殺幇助を受ける権利」
を禁止する規定について、その合憲性を争ったア
メリカ合衆国とカナダの判例を素材に検討を行っ
た。医学が発展し、望まない生命維持治療等によ
り生じうる「生かされている」状態は、近年多く
取り上げられる問題であるが、日本のように、自
殺教唆・自殺幇助を禁止している法体制の下では、
医師による自殺幇助は、生命という特殊な法益を
考慮すると、自己決定権尊重の要請のみをもって
ただちに認められるべきではない。しかし、この
ことは、決して「医師による自殺幇助を受ける権
利」を全面的に否定するものではない。すでに述
べたように、重要なのは理論的根拠である。「医
師による自殺幇助を受ける権利」を尊重する行為
を、何らかの違法性を伴うもの、もしくは処罰対
象となるものとも評価するのならば、「認められ
ている（生命を短縮する方向に作用しうる）治療
拒否権」と整合性を有するものでなくてはならな
い。法解釈論は法的安定性を欠くわけにはいかな
いが、変化と発達を続ける医療技術から乖離する
ようなことは妥当でなく、今後もそのような研究
が不可欠であろう。
1 いわゆる1982年憲法を指す。以下、本稿では、憲章、も
しくはカナダ憲章と表記する。
2 本判決に関しては、鈴木義男「自殺幇助処罰規定の合憲
性――アメリカ合衆国最高裁の二判例をめぐって――」
松尾浩也先生古稀祝賀論集上巻（1998）593頁以下等。
3 カナダの違憲審査制度の特徴を、アメリカのそれと比較
しながら詳細に論じたものとして、佐々木雅寿「カナダ
における違憲審査制度の特徴（上）（中）（下）完」北大
法学論集39巻2号（1988）79頁以下、同3号（1988）117
頁以下、同4号（1989）285頁以下。
